
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 6

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

平成２５年度　基礎調査（防災まちづくりと地域防災計画の策定方針の検討）

事業費　１５，０００千円（既提出）　★D17-3-4

平成２６年度　地域防災計画の作成、防災訓練・普及啓発等の実施

事業費　１２，０００千円（今回提出）

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ１７－３ 新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２７，０００千円

　平成２４年１月に策定された「第一次　新地町復興計画」を実現するため、町の防災
性の向上については、さらに科学的な説明資料を補強することが必要である。
　当事業では、平成２５年度に実施した避難実態調査結果の再整理や震災当時の避難所
管理者ヒアリング調査の結果とともに、復興事業の進捗に伴う町内人口分布の変化など
を踏まえ、地域防災計画の改定に向けた業務を実施する。合わせて防災教育等の進め
方、防災訓練・キャンプ等など具体的な取り組みについても実施を図る。
　「第一次　新地町復興計画」の10ページ「（1）安心・安全なまちづくり、①災害に備
えるまちづくり」にて、（ハード整備により）「町の安全性を高めるとともに、ソフト
面では住民による自主防災組織の活動充実や、被災時にも利用可能な情報通体制の確
立、地域防災計画の見直しなど、ハード・ソフトのバランスの良い防災まちづくりを推
進します」と位置づけている。

　基幹事業で行う、土地区画整理事業に伴う町内人口分布の変化に対応する防災まちづ
くり方策を検討することから、効果促進事業の中で調査実施を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(33)地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

細要素事業名 平成26年度新地町都市防災総合推進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 23

【事業概要】

【事業期間】

平成２５年度～２７年度

【事業費】

平成２５年度　１，５００千円（平成２５年度実施）★D23-1-17

平成２６年度　３，０００千円（今回提出）

平成２７年度　３，０００千円（次回提出予定）

【基幹事業】

事業番号と事業名　　　Ｄ２３－１　　　防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

　基幹事業の円滑な実施については、現在、仮設住宅などに分散居住している被災者

の地域コミュニティの回復、維持が必要であり、そこに繋がる契機の一つとして当事

業を実施するものである。

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，５００千円

　東日本大震災の津波により、当町の観光資源である釣師浜海水浴場や新地町海釣り公
園が失われたことにより、釣師浜海水浴場をメイン会場に、毎年８月上旬に行われてい
た夏のイベント「遊海しんち」の開催も断念せざる状態になった。また、近辺は災害危
険区域の指定をしており、被災者である住民は防災集団移転促進事業等によりそれぞれ
再建を予定しており、離ればなれになるため、地域コミュニティに関しても大きな被害
を受けている。
　そのような中で、８月上旬に復興まちづくりイベントを町総合運動公園で開催する。
本事業の運営は、商工会青年部に委託し、運営・設営、復興花火の打上げや観光復興等
に向け実施し、町民が心ひとつに復興と明るい未来に向かって笑顔で歩み出す場を提供
し、失われつつある地域コミュニティの回復や観光資源の復興・ＰＲにつなげていくも
のである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(38)復興イベント開催事業（調査費）

細要素事業名 平成２６年度新地町観光・復興ＰＲ事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 8

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

・平成２５年度　 測量調査設計 （既提出）★D23-6-4

・平成２６年度　 用地費 （今回提出）

工事費(歩道整備) （今回提出）

測量調査設計 （今回提出）

・平成２７年度　 工事費 （次回提出予定）

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－６ 大戸浜地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　大戸浜防災集団移転団地の造成が平成２６年度に完成し、被災者の住宅再建が進み生
活環境の整備が必要となる。現道は通学路として指定されているが幅４ｍと狭く、車の
すれ違いがようやく出来る程度の道路であったが、沿岸部の道路が被災したことによ
り、工事車両も含め現道の交通量が大幅に増え通学には非常に危険な状態が続いてい
る。このため、防潮堤、県道相馬亘理線が完成することにより、Ｌ１津波で浸水しない
と想定される現道を、当団地３４戸及び高台により津波被災から難を逃れた約４０戸併
せて約８０戸の小中学生を対象にし、町中心部にある小中学校への通学のために歩道を
整備したい。

全体事業費 ８３，４４０千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(16)学校就学環境整備事業

細要素事業名 平成２６年度　田中大戸浜線歩道設置事業

８３，４４０千円

　基幹事業による集団移転に伴い、新たな場所での生活再建が始まることから、小中学
校への通学路の整備を行い子ども達の安全、保護者の安心を図るものである。

７，０００千円

１２，０００千円

２，４４０千円

１７，０００千円

４５，０００千円(歩道整備,橋梁工事)

(橋梁設計業務委託)


